
29年度 30年度 (当該年度) 31年度

標 予　定 19,000 19,000 19,000指標値
1

実　績 17,611 14,934 －－－成　果（効果･予測）

情報提供や相談・講座などを通して、子育て世帯の育児 名称 子育て相談（内容別件数） 単位 件
不安の解消や親子の交流などが図られています。 活

内容説明 子育てに関する相談の受付件数動

指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

標 予　定 2,500 2,500 2,500指標値
2

実　績 2,376 1,852 －－－

名称 子育て講座参加者数 単位 組
活

内容説明 子育て支援センター主催の子育て講座に参加した親子組数動

課　題 指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

前年度に比べ、子育てサロンの利用者や子育て相談件数 標 予　定 110 90 90指標値
が減少しています。 3

実　績 72 64 －－－また、講座やイベントの必要性について検討し、事業内

容の更なる充実を図ることが課題です。 名称 単位
活

内容説明動

指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
28年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 29年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 30年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

利用者が減少していることから、要因や課題を分析し利用者の増加に向けて対応を検討していきます。

さらに、利用者の利便性が向上されるよう講座やイベントの内容を検討し、事業の充実を目指します。

【「健康都市　やまと」まち・ひと・しごと創生総合戦略関連事業】
今後の方針等

平成３０年度　事務事業評価表
9300

一般会計

事務事業名 子育て支援センター運営事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

こども部 こども総務課 政策調整係 玉木　由子

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・子どもが生き生きと育つまち

総合計画体系 個別目標 子どもを産み育てやすい環境をつくる

めざす成果 安心して子育てをしている

児童福祉法

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成11年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

０歳から就学前児童並びにその親、子育て支援者等 29年度（決算額） 30年度（決算額） 31年度（予算額）
事業費 16,233 16,120 16,120

人件費 1,474 741 741

目　的 総事業費 17,707 16,861 16,861

子育て家庭の育児不安等の解消を図り、地域での育児支 31年度事業費（予算額）財源内訳
援を推進します。また、地域の中でゆとりをもって育児 国支出金 2,830

が楽しめる環境をつくります。 県支出金 2,830

手段、手法【実施手法：指定管理 】 市債 0

・子育て支援センター（大和市まごころ地域福祉センタ その他 0

　ー２階）は 子育て家庭の親子が、子育てに関する相 一般財源 10,460

　談をしたり子育ての情報を得たり、気軽に他の親子と 合　計 16,120

　交流できる場所です。 ３.活動内容
・子育てに関する情報提供、育児相談・サロンの運営や 名称 子育て支援センター利用者数 単位 人
　子育て講座などを開催します。 活

内容説明 常設子育てサロンを利用した親子数動

指



５.評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

28年度 29年度 30年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性
児童福祉法に定める地域子育て支援拠点事業に位置付けられており、市が関与する必

要があります。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

28年度 29年度 30年度 Ｂ：成果を上げる余地が一部ある。

事務事業の成果 前年度に比べ利用者数や相談件数が減少しており、成果を上げる余地があります。

Ａ Ｂ Ｂ

評価結果 事業費、人件費は適正か。

28年度 29年度 30年度 Ａ：経費は適正な水準である。

事業費・人件費
各種講座等を充実させている中にあっても、予算額は最低限の増加に留め、事業を実

施しています。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

28年度 29年度 30年度 Ａ：受益・負担は適正である。

受益・負担の公平性
子育てに関わる市民に広く利用していただく必要があり、利用者に負担を求めるもの

ではありません。
Ａ Ａ Ａ

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減に向けた

取り組み４点について十分に行ったか。

28年度 29年度 30年度 Ａ：社会的配慮を十分に行っている。

社会的配慮
毎月の広報誌の発行や、地域の子育てサークルの育成など、地域社会に配慮した事業

を展開しています。
Ａ Ａ Ａ



1年度

標 予　定 10 10 7指標値
1

実　績 11 1 －－－成　果（効果･予測）

・申請者が安全に出産できること、申請者の自立促進が 名称 単位
　図られることです。 活

内容説明動

指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

標 予　定指標値
2

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

・経済的に困窮している妊産婦に速やかに出産の場を確 標 予　定指標値
保できるよう、今後も継続して関係機関と連携を図る必 3

実　績 －－－要があります。

名称 単位
活

内容説明動

指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
28年度 Ⅰ：現状のまま継続 29年度 Ⅰ：現状のまま継続 30年度 Ⅰ：現状のまま継続

制度を必要とする世帯があることから現状のまま継続し、各関係機関との連携を更に図っていきま

す。

今後の方針等

平成３０年度　事務事業評価表
9301

一般会計

事務事業名 助産･母子生活支援施設入所事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

こども部 こども総務課 手当医療係 玉木　由子

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・子どもが生き生きと育つまち

総合計画体系 個別目標 子どもを産み育てやすい環境をつくる

めざす成果 安心して子育てをしている

児童福祉法

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和33年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

妊産婦で助産費の負担が困難と認められる者、配偶者の 29年度（決算額） 30年度（決算額） 31年度（予算額）
ない女子又はこれに準ずる事情にある女子及びその者の 事業費 4,141 5,185 7,040

監護すべき児童 人件費 1,474 1,483 1,483

目　的 総事業費 5,615 6,668 8,523

経済的に困窮している妊産婦に出産の場を確保します。 31年度事業費（予算額）財源内訳
また配偶者のいない女子及びその者の監護すべき子ども 国支出金 3,348

の自立を図ります。 県支出金 1,674

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

・妊産婦の申請により状況調査し、入所決定後、助産施 その他 13

　設（市立病院等）に入所手続きを行います。また自立 一般財源 2,005

　支援が必要と判断された配偶者のいない女子及びその 合　計 7,040

　子どもを母子生活支援施設に入所措置します。 ３.活動内容

名称 助産措置件数 単位 件
活

内容説明 助産制度を受けた人の数動

指 29年度 30年度 (当該年度) 3



５.評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

28年度 29年度 30年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性
児童福祉法に基づき市が行うべき措置です。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

28年度 29年度 30年度 Ａ：十分に成果を上げている。

事務事業の成果 制度を必要としている母子に対して、十分な成果を上げています。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業費、人件費は適正か。

28年度 29年度 30年度 Ａ：経費は適正な水準である。

事業費・人件費
施設の入所に必要な経費であり、適正です。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

28年度 29年度 30年度 Ａ：受益・負担は適正である。

受益・負担の公平性
国庫負担金交付要綱により、対象者及び自己負担額を算出しています。

Ａ Ａ Ａ

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減に向けた

取り組み４点について十分に行ったか。

28年度 29年度 30年度 Ａ：社会的配慮を十分に行っている。

社会的配慮
制度説明や相談時には、母子・父子自立支援員、生活援護課等と連携して、利用でき

る施設について情報提供しています。
Ａ Ａ Ａ



　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

・ひとり親家庭への経済的支援は今後も必要であり、引 標 予　定指標値
　き続き適正に事業を推進していきます。 3

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
28年度 Ⅰ：現状のまま継続 29年度 Ⅰ：現状のまま継続 30年度 Ⅰ：現状のまま継続

経済状況が厳しい中、ひとり親家庭等を支援していく必要があることから、現状のまま継続していきます。

【「健康都市　やまと」まち・ひと・しごと創生総合戦略関連事業】

今後の方針等

平成３０年度　事務事業評価表
9306

一般会計

事務事業名 ひとり親家庭等家賃助成事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

こども部 こども総務課 手当医療係 玉木　由子

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・子どもが生き生きと育つまち

総合計画体系 個別目標 子どもを産み育てやすい環境をつくる

めざす成果 安心して子育てをしている

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和49年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

住居として住宅を借り受けているひとり親家庭等 29年度（決算額） 30年度（決算額） 31年度（予算額）
事業費 95,165 98,275 96,701

人件費 4,421 4,448 3,707

目　的 総事業費 99,586 102,723 100,408

ひとり親家庭等の住居に係る費用の負担を軽減します。 31年度事業費（予算額）財源内訳
国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

・申請に基づき、所得等の審査を行い、対象世帯に対し その他 0

　て、月額の家賃から２４，０００円を控除した額 一般財源 96,701

　（１０，０００円を上限）を支給します。 合　計 96,701

３.活動内容

名称 助成世帯数 単位 世帯
活

内容説明 家賃助成を行った世帯数動

指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

標 予　定 857 835 824指標値
1

実　績 817 854 －－－成　果（効果･予測）

・ひとり親家庭等の経済的負担の軽減が図られます。 名称 単位
活

内容説明動

指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

標 予　定指標値
2

実



５.評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

28年度 29年度 30年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性
ひとり親家庭等への経済的支援策として、行政関与は妥当です。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

28年度 29年度 30年度 Ａ：十分に成果を上げている。

事務事業の成果 ひとり親家庭等の経済的負担の軽減と自立促進が図られています。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業費、人件費は適正か。

28年度 29年度 30年度 Ａ：経費は適正な水準である。

事業費・人件費
対象者に助成金を支給するための必要経費であり、適正な水準です。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

28年度 29年度 30年度 Ａ：受益・負担は適正である。

受益・負担の公平性
児童扶養手当に準じた所得制限があり、助成額は適正な水準です。

Ａ Ａ Ａ

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減に向けた

取り組み４点について十分に行ったか。

28年度 29年度 30年度 Ａ：社会的配慮を十分に行っている。

社会的配慮
相談窓口での案内、ホームページ、パンフレット等により周知を行っています。

Ａ Ａ Ａ



実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

・ひとり親家庭等の抱える問題は複雑多岐にわたるため 標 予　定指標値
諸制度に精通した、専門性の高い相談業務を行うことが 3

実　績 －－－必要です。

名称 単位
活

内容説明動

指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
28年度 Ⅰ：現状のまま継続 29年度 Ⅰ：現状のまま継続 30年度 Ⅰ：現状のまま継続

支援員の資質向上に努め、相談業務の充実を図ります。

【「健康都市　やまと」まち・ひと・しごと創生総合戦略関連事業】

今後の方針等

平成３０年度　事務事業評価表
9309

一般会計

事務事業名 ひとり親家庭等相談事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

こども部 こども総務課 手当医療係 玉木　由子

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・子どもが生き生きと育つまち

総合計画体系 個別目標 子どもを産み育てやすい環境をつくる

めざす成果 安心して子育てをしている

母子及び父子並びに寡婦福祉法

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和32年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

生活上の問題を抱えるひとり親家庭等 29年度（決算額） 30年度（決算額） 31年度（予算額）
事業費 6,066 6,054 6,131

人件費 737 741 741

目　的 総事業費 6,803 6,795 6,872

ひとり親家庭等が抱える不安や悩みを解消します。 31年度事業費（予算額）財源内訳
国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

・生活上の問題等様々な相談に対応できるよう母子・父 その他 0

　子自立支援員を配置し、福祉事務所等の関係機関と連 一般財源 6,131

　携を図り、相談業務を行います。 合　計 6,131

３.活動内容

名称 相談件数 単位 件
活

内容説明 母子・父子自立支援員が受けた相談の延べ件数動

指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

標 予　定 1,500 1,500 1,500指標値
1

実　績 1,524 1,730 －－－成　果（効果･予測）

・ひとり親家庭等の自立促進が図られます。 名称 単位
活

内容説明動

指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

標 予　定指標値
2



５.評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

28年度 29年度 30年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性
母子寡婦福祉法に基づく相談業務のため、行政関与は妥当です。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

28年度 29年度 30年度 Ａ：十分に成果を上げている。

事務事業の成果 ひとり親家庭等の抱える問題は複雑多岐にわたるため、様々な制度の橋渡しをする相

談員の役割は増しています。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業費、人件費は適正か。

28年度 29年度 30年度 Ａ：経費は適正な水準である。

事業費・人件費
主な事業費は、条例で定められた母子・父子自立員の報酬であり、受益は適正です。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

28年度 29年度 30年度 Ａ：受益・負担は適正である。

受益・負担の公平性
ひとり親家庭等の自立支援のために不可欠な事業で、受益は適正です。

Ａ Ａ Ａ

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減に向けた

取り組み４点について十分に行ったか。

28年度 29年度 30年度 Ａ：社会的配慮を十分に行っている。

社会的配慮
広報やまとや市のホームページ等により、相談窓口の周知を図っています。

Ａ Ａ Ａ



0年度 (当該年度) 31年度

標 予　定指標値
2

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

・経済的支援が必要な世帯に対し、適正に手当を支給す 標 予　定指標値
　る必要があります。 3

実　績 －－－・令和２年１月より、手当の支給が１、３、５、７，　

　９、１１月の奇数月に改正となるため、適正に手当の 名称 単位
　支給が実施されるよう対応する必要があります。 活

内容説明動

指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
28年度 Ⅰ：現状のまま継続 29年度 Ⅰ：現状のまま継続 30年度 Ⅰ：現状のまま継続

受給者資格異動（新規、喪失、額改定など）や制度改正に的確に対応し、手当の適正な支給に努めていきま

す。

今後の方針等

平成３０年度　事務事業評価表
9311

一般会計

事務事業名 児童扶養手当支給事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

こども部 こども総務課 手当医療係 玉木　由子

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・子どもが生き生きと育つまち

総合計画体系 個別目標 子どもを産み育てやすい環境をつくる

めざす成果 安心して子育てをしている

児童扶養手当法

根拠法令 名　称 児童扶養手当法施行令

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和37年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

母子世帯・父子世帯等 29年度（決算額） 30年度（決算額） 31年度（予算額）
事業費 786,832 761,456 996,850

人件費 14,738 14,826 14,826

目　的 総事業費 801,570 776,282 1,011,676

ひとり親家庭等の生活の安定を図ります。 31年度事業費（予算額）財源内訳
国支出金 331,579

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

・申請に基づき、戸籍・所得等の書類を審査し、認定　 その他 0

　後、申請者に手当証書を交付し、手当を支給します。 一般財源 665,271
合　計 996,850

３.活動内容

名称 受給者数 単位 人
活

内容説明 児童扶養手当を受給しているひとり親家庭の保護者の人数動

指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

標 予　定 1,744 1,706 1,636指標値
1

実　績 1,590 1,569 －－－成　果（効果･予測）

・ひとり親家庭等の経済的な安定を図ることができま　 名称 単位
　す。 活

内容説明動

指 29年度 3



５.評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

28年度 29年度 30年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性
児童扶養手当法に基づく事業で、行政の関与は妥当です。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

28年度 29年度 30年度 Ａ：十分に成果を上げている。

事務事業の成果 経済的支援が必要なひとり親家庭に給付することで、生活の安定化が図られます。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業費、人件費は適正か。

28年度 29年度 30年度 Ａ：経費は適正な水準である。

事業費・人件費
事業費は法に基づいており、適正です。人件費は適切な業務遂行に必要であり適正な

水準であると判断します。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

28年度 29年度 30年度 Ａ：受益・負担は適正である。

受益・負担の公平性
法に基づき、対象者及び支給額を決定しており、適正です。

Ａ Ａ Ａ

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減に向けた

取り組み４点について十分に行ったか。

28年度 29年度 30年度 Ａ：社会的配慮を十分に行っている。

社会的配慮
広報やまとや市のホームページで制度の周知を図っています。

Ａ Ａ Ａ



　の生活の安定と自立支援に寄与するものです。 活
内容説明 高等職業訓練促進給付金の申請者数動

指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

標 予　定 10 7 5指標値
2

実　績 6 4 －－－

名称 高等学校卒業程度認定試験合格支援給付金の申請者数 単位 人
活

内容説明 高等学校卒業程度認定試験合格支援給付金の申請者数動

課　題 指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

・収入面、雇用条件等でより良い就労に就き、経済的に 標 予　定 2 1 1指標値
　自立できる基盤を確保することが必要です。 3

実　績 0 0 －－－

名称 単位
活

内容説明動

指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
28年度 Ⅰ：現状のまま継続 29年度 Ⅰ：現状のまま継続 30年度 Ⅰ：現状のまま継続

ひとり親家庭の父および母の自立をさらに促進するために、必要な施策の推進を図ります。

【「健康都市　やまと」まち・ひと・しごと創生総合戦略関連事業】

今後の方針等

平成３０年度　事務事業評価表
9312

一般会計

事務事業名 母子家庭等自立対策支援事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

こども部 こども総務課 手当医療係 玉木　由子

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・子どもが生き生きと育つまち

総合計画体系 個別目標 子どもを産み育てやすい環境をつくる

めざす成果 安心して子育てをしている

母子及び父子並びに寡婦福祉法

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成16年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

ひとり親家庭の父または母 29年度（決算額） 30年度（決算額） 31年度（予算額）
事業費 7,614 3,091 9,470

人件費 2,211 2,224 2,224

目　的 総事業費 9,825 5,315 11,694

ひとり親家庭の父または母の就業を効果的に促進します 31年度事業費（予算額）財源内訳
。 国支出金 5,595

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

・就職の促進のため、国の事業実施要綱に基づき資格取 その他 0

　得や教育訓練、高等学校卒業程度認定試験合格に向け 一般財源 3,875

　た講座の受講者に対して、申請を基に給付金を支給し 合　計 9,470

　ます。 ３.活動内容

名称 自立支援教育訓練給付金申請者数 単位 人
活

内容説明 自立支援教育訓練給付金の申請者数動

指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

標 予　定 2 5 4指標値
1

実　績 5 4 －－－成　果（効果･予測）

・ひとり親家庭に対し、就業支援を行うことで、申請者 名称 高等職業訓練促進給付金申請者数  単位 人



５.評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

28年度 29年度 30年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性
母子及び父子並びに寡婦福祉法に基づく事業のため、行政関与は妥当です。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

28年度 29年度 30年度 Ａ：十分に成果を上げている。

事務事業の成果 ひとり親家庭の自立促進が図られます。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業費、人件費は適正か。

28年度 29年度 30年度 Ａ：経費は適正な水準である。

事業費・人件費
国の要綱に基づき支給しており、適正です。人件費は適切な業務遂行に必要であり適

切な水準であると判断します。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

28年度 29年度 30年度 Ａ：受益・負担は適正である。

受益・負担の公平性
国の要綱等に基づき、対象者及び支給額を決定しており、適正です。

Ａ Ａ Ａ

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減に向けた

取り組み４点について十分に行ったか。

28年度 29年度 30年度 Ａ：社会的配慮を十分に行っている。

社会的配慮
広報やまとや市のホームページ、母子・父子自立支援員による窓口相談等で制度の周

知を図っています。
Ａ Ａ Ａ



単位 件
　健康保持が促進されます。 活

内容説明 医療機関で受診した延べ件数動

指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

標 予　定 405,007 410,552 405,047指標値
2

実　績 401,181 392,464 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

・経済的な理由により、受診を控えることがないよう、 標 予　定指標値
　今後も本制度を安定的に継続させていく必要がありま 3

実　績 －－－　す。

名称 単位
活

内容説明動

指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
28年度 Ⅰ：現状のまま継続 29年度 Ⅰ：現状のまま継続 30年度 Ⅰ：現状のまま継続

保険医療制度や県の制度改正等を除き、現状のまま継続していきます。

【「健康都市　やまと」まち・ひと・しごと創生総合戦略関連事業】

今後の方針等

平成３０年度　事務事業評価表
13075

一般会計

事務事業名 小児医療費助成事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

こども部 こども総務課 手当医療係 玉木　由子

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・子どもが生き生きと育つまち

総合計画体系 個別目標 子どもを産み育てやすい環境をつくる

めざす成果 安心して子育てをしている

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成07年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

０歳児から中学校卒業まで（１歳児以上は保護者の所得 29年度（決算額） 30年度（決算額） 31年度（予算額）
制限あり） 事業費 733,188 735,872 743,770

人件費 18,423 18,533 18,533

目　的 総事業費 751,611 754,405 762,303

子育て支援策の一環として、小児の健全な育成と健康保 31年度事業費（予算額）財源内訳
持を促進します。 国支出金 200,000

県支出金 127,664

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

・小児医療証を交付し、医療機関での通院、入院につい その他 0

　て保険適用分医療費の自己負担額を助成します。 一般財源 416,106
合　計 743,770

３.活動内容

名称 医療証交付児童数 単位 人
活

内容説明 医療証を交付した児童数動

指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

標 予　定 28,484 26,616 25,645指標値
1

実　績 26,475 24,797 －－－成　果（効果･予測）

・子育て世帯の経済的負担の軽減と小児の健全な育成・ 名称 受診件数



５.評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

28年度 29年度 30年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性
次世代を担う子どもたちの健康を保持するために、市が関与する必要性が高い事業で

す。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

28年度 29年度 30年度 Ａ：十分に成果を上げている。

事務事業の成果 平成２６年度に対象拡大をし、さらに成果を上げました。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業費、人件費は適正か。

28年度 29年度 30年度 Ａ：経費は適正な水準である。

事業費・人件費
事業費は、診療報酬に基づくものであり、適正です。人件費は業務執行に必要な人数

であり適正な水準と判断します。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

28年度 29年度 30年度 Ａ：受益・負担は適正である。

受益・負担の公平性
子どもの健康増進と子育て家庭における経済的負担を軽減するためには現制度の受益

・負担が適正と判断します。
Ａ Ａ Ａ

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減に向けた

取り組み４点について十分に行ったか。

28年度 29年度 30年度 Ａ：社会的配慮を十分に行っている。

社会的配慮
制度のさらなる周知のため、広報やまと、ホームページ等で積極的に情報提供を行い

ました。
Ａ Ａ Ａ



持と、児童の健全な育成が図ら 動

　れています。 指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

標 予　定 57,489 59,744 56,793指標値
2

実　績 57,019 54,513 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

・支援が必要な世帯に医療費の助成することにより、ひ 標 予　定指標値
　とり親家庭の経済的負担の軽減と健康保持に努めてい 3

実　績 －－－　く必要があります。

名称 単位
活

内容説明動

指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
28年度 Ⅰ：現状のまま継続 29年度 Ⅰ：現状のまま継続 30年度 Ⅰ：現状のまま継続

保険医療制度や県の制度改正などを除き、現状のまま継続していきます。

【「健康都市　やまと」まち・ひと・しごと創生総合戦略関連事業】

今後の方針等

平成３０年度　事務事業評価表
13307

一般会計

事務事業名 ひとり親家庭等医療費助成事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

こども部 こども総務課 手当医療係 玉木　由子

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・子どもが生き生きと育つまち

総合計画体系 個別目標 子どもを産み育てやすい環境をつくる

めざす成果 安心して子育てをしている

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成04年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

ひとり親家庭の父または母（もしくは養育者）とその児 29年度（決算額） 30年度（決算額） 31年度（予算額）
童 事業費 140,048 134,337 142,608

人件費 5,895 5,930 5,189

目　的 総事業費 145,943 140,267 147,797

ひとり親家庭等の医療費の負担を軽減します。 31年度事業費（予算額）財源内訳
国支出金 0

県支出金 65,260

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

・申請により、認定を行い、医療証を交付します。 その他 0

・保険診療の医療費のうち自己負担額を助成します。 一般財源 77,348
合　計 142,608

３.活動内容

名称 対象者数 単位 人
活

内容説明 対象者の人数動

指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

標 予　定 3,997 3,954 3,795指標値
1

実　績 3,873 3,836 －－－成　果（効果･予測）

・受給対象者の認定、医療証の交付、医療費の助成を行 名称 受診件数 単位 件
　います。 活

内容説明 医療機関で受診した延べ件数・ひとり親家庭の健康保



５.評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

28年度 29年度 30年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性
経済的な支援が必要なひとり親世帯の負担を軽減するためには、市が関与する必要性

は高いといえます。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

28年度 29年度 30年度 Ａ：十分に成果を上げている。

事務事業の成果 収入が少ないひとり親家庭にとって、医療費の負担は大きく、その経済的な負担の軽

減に寄与しているものと考えます。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業費、人件費は適正か。

28年度 29年度 30年度 Ａ：経費は適正な水準である。

事業費・人件費
事業費の多くを占める扶助費（医療助成費）は、診療報酬に基づくものであり、適正

といえます。
Ａ Ａ Ａ

人件費は業務遂行に必要な人数として、適正な水準と判断します。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

28年度 29年度 30年度 Ａ：受益・負担は適正である。

受益・負担の公平性
県の要綱に基づく助成制度であり適正です。

Ａ Ａ Ａ

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減に向けた

取り組み４点について十分に行ったか。

28年度 29年度 30年度 Ａ：社会的配慮を十分に行っている。

社会的配慮
パンフレットなどで周知を図ったほか、窓口での案内など積極的に情報発信を行いま

した。
Ａ Ａ Ａ



した保護者と子どもの延べ人数います。） 動

指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

標 予　定 60,000 60,000 60,000指標値
1

実　績 53,733 57,131 －－－成　果（効果･予測）

子育て中である親の子育てへの負担感緩和を図り、地域 名称 「こどもーる」相談件数 単位 件
の子育て支援の輪をつくるものです。 活

内容説明 保護者等からの相談件数動

指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

標 予　定 2,200 2,500 2,500指標値
2

実　績 3,579 4,074 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

商業施設等に設置していることで、利便性が高い反面、 標 予　定指標値
相談場所としての環境面で改善を求める意見もあります 3

実　績 －－－。

名称 単位
活

内容説明動

指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
28年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 29年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 30年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

NPO法人による各種講座やイベント開催により、地域子育て支援機能のより一層の充実を図ります。

利用者の利便性が向上するよう、望ましい子育て支援拠点の在り方について検討するとともに、設置箇所の

増加についても引き続き検討してまいります。
今後の方針等

【「健康都市　やまと」まち・ひと・しごと創生総合戦略関連事業】

平成３０年度　事務事業評価表
15180

一般会計

事務事業名 つどいの広場事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

こども部 こども総務課 政策調整係 玉木　由子

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・子どもが生き生きと育つまち

総合計画体系 個別目標 子どもを産み育てやすい環境をつくる

めざす成果 安心して子育てをしている

児童福祉法

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成19年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

乳幼児（０～３歳未満児）とその保護者 29年度（決算額） 30年度（決算額） 31年度（予算額）
事業費 16,615 16,798 17,579

人件費 2,211 2,224 2,965

目　的 総事業費 18,826 19,022 20,544

子育て中の親の子育てへの負担感の緩和を図り、安心し 31年度事業費（予算額）財源内訳
て子育て・子育ちができる環境を整備し、もって地域の 国支出金 4,800

子育て支援機能の充実を図ります。 県支出金 4,800

手段、手法【実施手法：委託 】 市債 0

つどいの場を提供するために、子育てアドバイザー２名 その他 0

を配置し、子育て悩み相談、利用者の親子に対する地域 一般財源 7,979

の子育て関連情報の提供を行い、子育てボランティア等 合　計 17,579

に対する研修を実施します。（子育てアドバイザー２名 ３.活動内容
のうち１名は、社会福祉士・保育士・幼稚園教諭・保健 名称 「こどもーる」来場者数 単位 人
師・助産師・看護師・栄養士のいずれかの資格を有して 活

内容説明 来場



５.評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

28年度 29年度 30年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性
児童福祉法に定める地域子育て支援拠点事業に位置付けられており、市が関与する必

要があります。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

28年度 29年度 30年度 Ａ：十分に成果を上げている。

事務事業の成果 市民へ着実に浸透しており、子育て中の親の負担感の緩和が図られています。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業費、人件費は適正か。

28年度 29年度 30年度 Ａ：経費は適正な水準である。

事業費・人件費
ＮＰＯ法人への委託により、経費を最小限に抑えています。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

28年度 29年度 30年度 Ａ：受益・負担は適正である。

受益・負担の公平性
親子が気軽に集まる場の提供を目的としており、利用者に負担を求めるものではあり

ません。
Ａ Ａ Ａ

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減に向けた

取り組み４点について十分に行ったか。

28年度 29年度 30年度 Ａ：社会的配慮を十分に行っている。

社会的配慮
毎月の広報誌の発行や、ホームページの公開などにより、多くの市民に利用して頂け

るよう社会的配慮を行っています。
Ａ Ａ Ａ



庭の経済的な負担が軽減されます。 名称 受給者数 単位 人
活

内容説明 手当の受給者数動

指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

標 予　定 18,543 18,331 17,964指標値
2

実　績 18,307 18,038 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

・本事業については、税制改正等を含め国の動向を見な 標 予　定指標値
　がら適切に対応していく必要があります。 3

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
28年度 Ⅰ：現状のまま継続 29年度 Ⅰ：現状のまま継続 30年度 Ⅰ：現状のまま継続

国の制度改正等にも適切に対応し、適正に執行管理を行っていきます。

今後の方針等

平成３０年度　事務事業評価表
30623

一般会計

事務事業名 児童手当支給事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

こども部 こども総務課 手当医療係 玉木　由子

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・子どもが生き生きと育つまち

総合計画体系 個別目標 子どもを産み育てやすい環境をつくる

めざす成果 安心して子育てをしている

児童手当法

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成24年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

市内に住所を有し、中学校修了までの児童を監護する父 29年度（決算額） 30年度（決算額） 31年度（予算額）
または母など 事業費 3,742,767 3,676,946 3,672,644

人件費 22,844 23,351 23,351

目　的 総事業費 3,765,611 3,700,297 3,695,995

すべての子どもの良質な成育環境を保護し、子どもの健 31年度事業費（予算額）財源内訳
やかな育ちを社会全体で支援します。 国支出金 2,555,977

県支出金 548,720

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

・市内に住所を有し、中学校修了までの児童を監護する その他 0

　父または母などを対象に児童手当を支給します。 一般財源 567,947
合　計 3,672,644

３.活動内容

名称 対象児童数 単位 人
活

内容説明 手当の支給対象児童数動

指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

標 予　定 29,298 28,963 28,384指標値
1

実　績 28,997 28,607 －－－成　果（効果･予測）

・子育て家



５.評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

28年度 29年度 30年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性
児童手当法による法定受託事務です。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

28年度 29年度 30年度 Ａ：十分に成果を上げている。

事務事業の成果 国の代表的な子育て支援策であり、子育て世帯の経済的負担の軽減に寄与していると

考えます。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業費、人件費は適正か。

28年度 29年度 30年度 Ａ：経費は適正な水準である。

事業費・人件費
外部委託等を行い、経費の節減を図っています。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

28年度 29年度 30年度 Ａ：受益・負担は適正である。

受益・負担の公平性
児童手当法に基づき対象者及び支給額を決定しており、適正です。

Ａ Ａ Ａ

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減に向けた

取り組み４点について十分に行ったか。

28年度 29年度 30年度 Ａ：社会的配慮を十分に行っている。

社会的配慮
広報やまと、ホームページ等による制度の案内や手続きについての勧奨を行っていま

す。
Ａ Ａ Ａ



果（効果･予測）

・受給対象者の認定、医療券の交付、医療費の給付をし 名称 単位
　ます。 活

内容説明・入院が必要な未熟児の健全な育成が図られています。 動

指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

標 予　定指標値
2

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

・入院が必要な未熟児に対し、医療機関と連携し必要な 標 予　定指標値
　医療の給付をしていくことが求められています。 3

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
28年度 Ⅰ：現状のまま継続 29年度 Ⅰ：現状のまま継続 30年度 Ⅰ：現状のまま継続

養育医療の対象となる子は、病院で案内されるため、遺漏なく申請につながっていると思われます。引き続

き公正に審査し、適正に事務手続きを進めていく必要があります。

今後の方針等

平成３０年度　事務事業評価表
32428

一般会計

事務事業名 未熟児養育医療給付事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

こども部 こども総務課 手当医療係 玉木　由子

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・子どもが生き生きと育つまち

総合計画体系 個別目標 子どもを産み育てやすい環境をつくる

めざす成果 安心して子育てをしている

母子保健法

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成25年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

市内に住所を有し、出生体重2,000グラム以下または諸 29年度（決算額） 30年度（決算額） 31年度（予算額）
機能が特に未熟な乳児（最長で満１歳の誕生日前日まで 事業費 13,353 14,587 19,892

） 人件費 2,211 2,224 2,224

目　的 総事業費 15,564 16,811 22,116

入院が必要な未熟児に対し、養育に必要な医療を給付す 31年度事業費（予算額）財源内訳
ることで、子どもの健やかな成長を支援します。 国支出金 9,702

県支出金 4,851

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

・出生体重２，０００グラム以下または諸機能が特に未 その他 0

　熟な乳児に対し、指定医療機関での入院中の保険診療 一般財源 5,339

　費及び食事療養費（ミルク代）を給付します。 合　計 19,892

３.活動内容

名称 審査支払件数 単位 件
活

内容説明 医療費を審査し、支払をした件数動

指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

標 予　定 151 163 167指標値
1

実　績 163 167 －－－成　



５.評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

28年度 29年度 30年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性
次世代を担う子どもたちの健康を保持するために、市が関与する必要性は高いといえ

ます。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

28年度 29年度 30年度 Ａ：十分に成果を上げている。

事務事業の成果 入院が必要な未熟児に対し医療を給付することで、子どもの健やかな成長に寄与して

います。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業費、人件費は適正か。

28年度 29年度 30年度 Ａ：経費は適正な水準である。

事業費・人件費
事業費の多くを占める扶助費（医療助成費）は、診療報酬に基づくものであり適正で

す。
Ａ Ａ Ａ

人件費は、業務遂行に必要な人数として適正な水準と判断します。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

28年度 29年度 30年度 Ａ：受益・負担は適正である。

受益・負担の公平性
保護者の自己負担額は国の基準に基づき決定されており、適正です。

Ａ Ａ Ａ

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減に向けた

取り組み４点について十分に行ったか。

28年度 29年度 30年度 Ａ：社会的配慮を十分に行っている。

社会的配慮
広報やまとやホームページなどで周知を図ったほか、窓口での案内など積極的に情報

提供を行っています。
Ａ Ａ Ａ



9 6 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

・会員の高齢化や新規加入する会員が少ないことが課題 標 予　定指標値
　です。 3

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
28年度 Ⅰ：現状のまま継続 29年度 Ⅰ：現状のまま継続 30年度 Ⅰ：現状のまま継続

母子、寡婦の相互扶助を促進するために継続します。

今後の方針等

平成３０年度　事務事業評価表
9308

一般会計

事務事業名 母子寡婦福祉会支援事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

こども部 こども総務課 手当医療係 玉木　由子

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・子どもが生き生きと育つまち

総合計画体系 個別目標 子どもを産み育てやすい環境をつくる

めざす成果 安心して子育てをしている

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和52年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

交付先：大和市母子寡婦福祉会「むぎの穂」 29年度（決算額） 30年度（決算額） 31年度（予算額）
事業費 74 74 74

人件費 368 371 371

目　的 総事業費 442 445 445

母子家庭相互の情報交換、相互扶助を図ります。 31年度事業費（予算額）財源内訳
国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

大和市母子寡婦福祉会「むぎの穂」に対し運営費補助金 その他 0

を交付し、また、会の定例会などに人的な支援を行いま 一般財源 74

す。 合　計 74

３.活動内容

名称 会員数 単位 人
活

内容説明 大和市母子寡婦福祉会「むぎの穂」の会員数動

指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

標 予　定 80 80 80指標値
1

実　績 66 75 －－－成　果（効果･予測）

・会員相互の親睦と相互扶助が図られることや、会の安 名称 事業支援回数 単位 回
　定した運営が行われることを通して母子寡婦世帯の生 活

内容説明 定例会・イベント等　活安定に寄与します。 動

指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

標 予　定 9 8 8指標値
2

実　績



・子育て支援事業計画に基づき、子育て 名称 単位
支援施策を充実させます。 活

内容説明・ＰＤＣＡサイクルに基づき、計画に掲載された個別事 動

業の評価を継続して行うことで課題を把握することがで 指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

きます。 標 予　定指標値
2

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

近年、育児不安等を背景に、子育てに関する的確な情報 標 予　定指標値
提供が求められています。また、社会状況や経済情勢、 3

実　績 －－－ライフスタイルの変化に伴い多種多様な子育てニーズに

こたえる必要があります。 名称 単位
活

内容説明動

指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
28年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 29年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 30年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

現行計画の期間が令和元年度までとなっているため、第二期計画（令和２年度から令和６年度）の策定を行

います。

また、特定教育・保育施設の利用定員に関する事項等を子ども・子育て会議において審議します。
今後の方針等

平成３０年度　事務事業評価表
34297

一般会計

事務事業名 子ども・子育て支援事業計画管理運営事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

こども部 こども総務課 政策調整係 玉木　由子

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・子どもが生き生きと育つまち

総合計画体系 個別目標 子どもを産み育てやすい環境をつくる

めざす成果 安心して子育てをしている

子ども・子育て支援法

根拠法令 名　称 児童福祉法

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成26年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

子育て支援を必要とする市民及び子育てを支援する市民 29年度（決算額） 30年度（決算額） 31年度（予算額）
。 事業費 569 4,104 5,892

人件費 7,369 9,637 16,309

目　的 総事業費 7,938 13,741 22,201

「大和市子ども・子育て支援事業計画」の適正な進行管 31年度事業費（予算額）財源内訳
理を行います。 国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

子ども・子育て会議において、平成26年度に策定した子 その他 0

ども・子育て支援事業計画の進行管理を行います。 一般財源 5,892

また、本計画の期間が令和元年度までとなっているため 合　計 5,892

、第二期計画（令和2年度から令和6年度まで）の策定作 ３.活動内容
業を行います。 名称 子ども・子育て会議の開催 単位 回

活
内容説明 会議の開催回数動

指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

標 予　定 7 8 8指標値
1

実　績 6 5 －－－成　果（効果･予測）

・大和市子ども


